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○平成２１年１０月より要介護認定の調査方法が一部見直されます 
平成２１年４月に見直された要介護認定について、専門家や利用者・家族の代表者等からなる厚生労働省の検討

会で検証が行われ、その結果、認定調査の方法を一部見直すことになりました。具体的には、認定調査の一部の項

目について、日頃の状態をより重視することなど、調査項目の考え方が一部変更されて１０月申請分から適用される

ことになりました。 

９月中に更新の申請を行った場合は、更新前の要介護度を選択できますが、１０月以降に申請を行った場合は、判

定結果をもって要介護度が決定されます。なお、９月末までに更新申請を行って経過措置対象となった場合、要介護

認定の有効期間は満了日まで継続します。 

見直し内容の詳細は、以下の HP に掲載されておりますので、ご確認ください。 

→東京都介護サービス情報＞介護保険についてのお知らせ＞介護保険最新情報Vol.１０８その１ 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/info/saishin/saishin/files/jouhou_108-1.pdf） 

 

○介護ベッド用手すり等の重大事故に係る公表について（注意喚起） 

厚生労働省老健局より、経済産業省及び消費者庁が公表した重大製品事故のうち福祉用具に係るものについて、

事務連絡による情報提供がありました。 

福祉用具については、保険給付の対象種目としての使用、介護保険施設等の設備、備品としての使用等、様々な

使用が想定されますが、利用者の心身の状況や生活環境等に応じた選定がなされた上で利用者が適切に使用する

よう、継続的な使用状況の確認等の安全性を確保する措置を講じていくことが重要です。 

介護サービス事業所及び介護保険施設等におかれましては、福祉用具が適切に使用され、事故等の発生が防止

されますよう、使用状況の確認及び安全性の確保について、ご確認をお願いします。なお、事務連絡は、以下のＨＰ

に掲載されておりますのでご確認ください。 

→東京都介護保険サービ情報＞利用者の安全確保・事故防止に係る注意喚起 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/tyuui/kaigobeddoyoutesuri/index.html） 

 

○業務管理体制整備に係る届出は１０月末までに必ず行ってください 

平成２１年５月１日より、介護サービス事業者は法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けられています。この

趣旨は、指定取消事案などの不正行為の未然防止、利用者の保護及び介護事業運営の適正化を図るためです。 

また、事業者が整備すべき業務管理体制は、指定事業所又は施設の数に応じ定められており、業務管理体制の整

備に関する届出書を関係行政機関に届け出ることとされています。 

すべての事業者(法人)が平成２１年１０月３１日までに、業務管理体制の届出の必要があり、期限が迫っています。

まだ届出をしていない事業者においては、必ず届出を行ってください。 

→東京都介護サービス情報＞事業者指定申請・届出＞業務管理体制に係る届出 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/shinsei/gyoumukannritaisei/index.html） 

 

○最近の動向 

「平成２１年１０月より要介護認定の調査方法が一部見直されます」 

○注 意 

「介護ベッド用手すり等の重大事故に係る公表について（注意喚起）」 

○お知らせ 

「業務管理体制整備に係る届出は１０月末までに必ず行ってください」

「事業所評価加算の届出は、１０月１５日（木）締切です！」 

「法人の役員及び管理者の変更届には、誓約書の添付が必要です」 

「平成２１年度在宅医療サポート介護支援専門員研修を実施します」 

「平成２１年介護サービス施設・事業所調査にご協力を！」 
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○事業所評価加算の届出は、１０月１５日（木）締切です！ 

平成２２年度の事業所評価加算の算定評価を希望する介護予防通所介護事業所及び介護予防通所リハビリテー

ション事業所は、届出が必要です。現在評価の申出をしておらず、来年度からの算定を希望している事業者は、「介

護給付費算定に係る体制等に関する届出書」及び「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」を以下の提出先まで

届出を行ってください。すでに「申出あり」で届出をしている事業所については、再度提出する必要はありません。 

【提出期限】 平成２１年１０月１５日（木）必着 

【提出先】 

◆介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーション（老人保健施設除く） 

〒１６２－０８２３ 新宿区神楽河岸１－１ セントラルプラザ１３階 

財団法人 東京都福祉保健財団 事業者支援部 事業者指定室 

TEL：０３－５２０６－８７５２ 

◆介護予防通所リハビリテーション（老人保健施設みなし指定） 

〒１６３－８００１ 新宿区西新宿２－８－１ 東京都庁第一本庁舎２４階 

東京都福祉保健局高齢社会対策部施設支援課施設運営係 

TEL：０３－５３２０－４２６４ 

○法人の役員及び管理者の変更届には、誓約書の添付が必要です 
 法人の役員及び管理者の変更届においては、介護保険法第７５条及び介護保険法施行規則第１３１条に基づき、

誓約書の添付が必要になります。 

なお、誓約書の様式は以下の HP よりダウンロードできます。 

→東京都介護サービス情報 ＞事業者指定申請・届出＞変更届出様式 

(http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/index.html) 

○平成２１年度在宅医療サポート介護支援専門員研修を実施します 
平成２１年度から平成２３年度において、都では医療系以外の介護支援専門員を対象とした、医療に関する研修を

実施します。この研修は、介護支援専門員が医療サービスを含む居宅サービス計画書の作成や、医師・看護師・薬剤

師等の医療職との連携に欠かせない基本的な医療的知識等を習得することで、利用者の生活全般を支えるケアマネ

ジメントを実施し、利用者の自立支援に資することを目的としています。 

平成２１年度の募集案内を、都内の全居宅介護支援事業所あてへ９月末に発送しましたのでご確認ください。 

◆研修実施期間   平成２１年１１月から平成２２年３月までの９日間 （計４７時間） 

◆申込締切日    平成２１年１０月１４日（水） 

◆受講対象者    居宅介護支援事業所に勤務している介護支援専門員で、各区市町村が、受講推薦者として

推薦する者（受講要件の詳細については、募集案内をご覧ください） 

◆申込先       所属事業所の所在地がある区市町村の在宅医療サポート介護支援専門員研修 

を担当する所管課 

◆募集人員     ４００名 

【お問い合わせ先】 ＮＰＯ法人 東京都介護支援専門員研究協議会 ＴＥＬ０３－３２６３－５６３６ 

             ホームページ http://cmat.jp/ 

○平成２１年介護サービス施設・事業所調査にご協力を！（厚生労働省所管）  
厚生労働省が介護サービスの提供体制、内容等を把握し、基盤整備を進めるため、毎年１０月１日を基準日として

行っている調査です。今年から国の委託を受けた「株式会社インテージリサーチ」が各介護保険サービス事業所に調

査票を送付し回収いたします。ご協力をよろしくお願いします。  

【お問い合わせ先】  

「厚生労働省福祉・介護施設調査事務局」（株式会社インテージリサーチ） 

 （フリーダイヤル） ０１２０－５７７－７１４ 
※調査についてのお問い合わせは、直接こちらの事務局へお願いします。 

※調査票の各事業所への送付予定は１０月初旬～中旬、提出期限は１１月上旬です。 
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